
 

                                                                  2018 年 10 月 31 日 

各  位 
                                                  会 社 名  株式会社三井 E&S ホールディングス 

                                                  代表者名  代表取締役社長 田中 孝雄 

                                                          （コード：7003、東証第一部） 

                                                  問合せ先  財務経理部長  三宅 一徳 

 （TEL 03-3544-3121） 

 

連結決算及び個別決算における損失の計上、繰延税金資産の取崩し、 

並びに業績予想及び配当予想の修正（無配）に関するお知らせ 

当社は、2019 年３月期第２四半期連結決算及び個別決算において、下記のとおり損失の計上及び繰延

税金資産の取崩しを行うことといたしました。これを受けて、2018 年８月８日に公表した 2019 年３月期

の通期業績予想、並びに 2018 年４月 27 日に公表した期末配当予想を修正しましたのでお知らせいたし

ます。 

記 

１．連結決算における損失の計上 

当社グループのエンジニアリング事業において、現在、インドネシア共和国で建設中の火力発電所土木

建築工事で大幅な採算悪化が見込まれることとなりました。 

本工事は、火力発電所建設工事の EPC を担うコンソーシアムの下で、土木建築工事一式を請負うもので

す。 

2018 年７月に、海上取放水管工事において、海中に据え付け済みのガラス繊維強化プラスチック製の配

管（GRP 管）から複数箇所の破断が発見されました。急ぎ原因究明ならびに恒久対策を検討したところ、現

地の脆弱な地盤及び厳しい海象条件では、本配管材（GRP）での対策は難しいとの結論に至り、破断箇所の

交換に留まらず、配管材を鋼製に変更し、海中に据え付け済みの GRP 管全てを撤去して、据え付けをやり

直さざるを得ない状況となりました。これにより、大幅な追加及び後戻り作業が必要となり、多額の追加

費用が発生する見込みとなりました。 

また、貯炭場及び灰捨て場からの排出雨水の貯水池工事において、貯水量を決定する降雨データについ

て過去データを基に設計検討を続けておりましたが、顧客との協議の結果、当初想定を大きく上回る必要

貯水量や耐震性能を求められ、壁高増対応など物量・工事量共に大幅に増加する見込みとなりました。 

更に、上記の影響から後工程の納期遅延が懸念される事態となり、下請け会社に対するアクセラレーショ

ン費用（納期を確保するための工期短縮に係る必要な追加費用）や、一部の施設では、後工程を担当する

パートナーへの引渡し遅延の懸念が生じ、パートナー所掌の工程の中で工期を回復するために必要な費用

負担も見込まれるなど、工程遅延の回復に関して多額の費用が発生する見込みです。 

これら全ての状況を勘案し、今後発生が見込まれる追加費用について精査した結果、当第２四半期連結

決算において、約 243 億円の受注工事損失引当金繰入額を含む約 413 億円の損失（売上原価）を計上する

ことといたしました。 

本工事の納期は 2020 年 11 月となっております。当社グループでは、本工事を計画通りに遂行すること

が最重要であると認識しており、人材の追加派遣など現地要員を増員することにより、管理体制及び顧客

対応力を強化し、完遂に向けてあらゆる手段を講じてまいります。 

また、多額の損失計上により自己資本が大きく毀損することとなりました。毀損した自己資本の回復、

資金の確保も急務であり、これらに対して土地、建物、有価証券等の資産売却や固定費削減など必要なあ

らゆる損益改善施策を迅速に実行してまいる所存です。 

 

 

 

 

 



２．個別決算における損失の計上 

主に前項の損失の計上に伴い、当社個別決算において、関係会社株式評価損として約 113 億円、及び関

係会社事業損失引当金繰入額約 308 億円を特別損失として計上いたします。なお、当該関係会社株式評価

損及び関係会社事業損失引当金繰入額は、連結決算では消去されるため連結業績には影響いたしません。 

３．連結決算における繰延税金資産の取崩しに伴う法人税等の計上 

2019 年３月期第２四半期の実績及び通期の業績見通しを総合的に勘案し、繰延税金資産の回収可能性

について慎重に検討を行った結果、2019 年３月期第２四半期決算において繰延税金資産の一部を取崩す

こととし、これにより約 134 億円の法人税等（税金費用）を計上いたします。 

４．連結業績予想の修正 

2019 年３月期 通期連結業績予想数値（2018 年４月１日～2019 年３月 31 日）                 

 
売 上 高 営業利益 経常利益 

親会社株主に

帰属する 

当期純利益 

1 株当たり 

当期純利益 

 前回発表予想（Ａ） 

百万円 

670,000 

百万円 

12,000 

百万円 

20,000 

百万円 

5,000 

円 銭 

61.86 

 今回修正予想（Ｂ） 660,000 △28,000 △20,000 △43,000 △531.99 

 増   減   額（Ｂ－Ａ） △10,000 △40,000 △40,000 △48,000 － 

 増   減   率（％） △1.5 － － － － 

（ご参考）前期実績 

（2018 年３月期） 
703,216 △5,224 3,061 △10,137 △125.42 

 本業績見通しの前提となる為替レートは、2018 年４月 27 日に公表した１米ドル＝105 円から 110 円に変更いたしまし

た。 

修正の理由 

売上高はその他セグメントにおいて受注計画の遅れに伴い下振れするものの、全体ではほぼ計画どおり

に推移しています。営業利益及び経常利益は、主として上記１項の理由により前回発表予想を下回ります。

また、親会社株主に帰属する当期純利益は、営業利益の減益並びに上記３項の影響により下方修正いたし

ます。 

 

＜ご参考＞ 

2019 年３月期 セグメント別通期連結業績予想数値の修正（2018 年４月１日～2019 年３月 31 日） 

 

 
前回発表予想 今回修正予想 増減額 

売上高 営業利益 売上高 営業利益 売上高 営業利益 

 

船  舶 

百万円 

90,000 

百万円 

△9,000 

百万円 

90,000 

百万円 

△8,000 

百万円 

0 

百万円 

1,000 

海洋開発 220,000 12,000 220,000 12,000 0 0 

機  械 180,000 7,000 180,000 7,000 0 0 

エンジニアリング 80,000 △3,000 80,000 △43,000 0 △40,000 

そ の 他 100,000 5,000 90,000 4,000 △10,000 △1,000 

合  計 670,000 12,000 660,000 △28,000 △10,000 △40,000 

（注）上記予想は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、

実際の業績は今後様々な要因により上記数値と異なる可能性があります。 

 

 



 

５．期末配当予想の修正 

 年間配当金（円） 

 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

前回予想 

(2018 年４月 27 日発表) 

円 銭 

－ 

円 銭 

0.00 

円 銭 

－ 

円 銭 

－ 

円 銭 

－ 

今回修正予想 － 0.00 0.00 

当期実績 － 0.00    

前期実績 

（2018 年３月期） 
－ 0.00 － 0.00 0.00 

 

修正の理由 

前回予想（2018 年４月 27 日）では期末配当を未定としておりましたが、通期連結業績予想を修正する状

況等を勘案し、誠に遺憾ではございますが期末配当を無配とする予定です。株主の皆様をはじめとする関

係者の方々に改めて深くお詫び申しあげます。 
当社は、本年４月より純粋持株会社体制へ移行するなど、事業の選択と集中を加速してまいりました。さ

らには、10 月 11 日にプレスリリースいたしました造船事業における合弁会社設立に関する協定締結など、

他社との協業等の大胆な戦略実行を進め、一層の企業価値の向上に取り組んでおります。事業構造の改革

を進めると共に着実な業績の回復、財務体質の改善を図っていく所存です。 

６．役員報酬の減額 

上記のとおり、本工事において多額の損失を計上し、業績予想及び配当予想を修正いたしましたことは、

株主の皆様をはじめとする関係者の方々の信用を失うものであります。 
このような状況を厳粛に受け止め、経営責任を明確にすべく以下のとおり社内取締役の役員報酬の一部減

額を実施いたします。 
 

（１）報酬減額率 

   社長   月額報酬の 35％ 

   副社長   月額報酬の 25％ 

   取締役   月額報酬の 15％ 

 

（２）報酬減額期間 

   2018 年 11 月から 2019 年 6 月まで（８ヶ月間） 

 

なお上記の他、社外取締役より報酬の一部自主返上の申し入れがありましたので、あわせてお知らせいた

します。 

以上 


